
本特集の趣旨
松村　伸二＊

　２０１０年は２００７年以来３年ぶりの異常高温の夏と
なり，全国各地で高温記録を更新した。猛暑に伴
い，電力や都市ガスの需要も過去最高となり，　７～
９月の熱中症による救急搬送人員は５３， ８４３人と前
年の４倍以上に達し，死者も１６７人報告された。
　各方面で異常高温による影響がでたが，農業分
野においても水稲の１等米比率の大幅な低下とい
う衝撃的な事態が発生した。口蹄疫の再発に始ま
り，春先の異常低温と，２０１０年は日本農業にとっ
て苦しい立ち上がりとなったが，それに追い討ち
をかけるような夏季の異常高温・少雨は農業全体
に大きな打撃を与えた。この猛暑によって秋野菜
は品薄となり高騰したため，農水省は野菜の安定
供給に向けた対策の検討を始め，１０月に野菜出荷
安定対策本部を設置し，事態の収拾に努めた。通
常は全農産物を対象とするが，野菜だけに限定し
た異例の対策本部設置であり，消費社会への猛暑
の影響の大きさをあらためて認識させられた。
　このような農業生産から流通に至るまで多大な
影響を与えた昨夏の猛暑について，まとめて総括
することが重要であると考え，また今後も気候の
温暖化傾向が持続し，極端な異常気象が頻発する
と予想されることから，今回の被害を農業の高温
リスク対策を考える上での好機として捉え，本特

集を企画することとした。
　本企画では，初めに昨夏の気象状況と農業全般
の被害統計について概説し，その後は水稲被害を
中心に，報道的視点，水稲の高温対策研究の視
点，そして農業災害情報伝達の取り組みについて
生産現場の視点からそれぞれ報告していただき，
最後に将来的な水稲の被害リスクについてまとめ
ていただいた。本年もすでに６月の高温記録の更
新が報道されており，農業の高温対策が急務と
なっているのは紛れもない事実であり，早急な対
応が期待される。

１．２０１０年夏季の気象状況と農業被害の
概要

松村　伸二＊

１．１　気象統計値から見た２０１０年夏季の特徴
（１）２０１０年夏季（６月～８月）の気象の特徴
　この期間の気象の特徴は，「統計開始以来」とい
う記録づくしの高温である。特にこの３か月平均
気温に関してはほぼ全国的に平年値に比べ０．５℃
以上高く，地域別では北日本と東日本において
１９４６年以降で最高となり，地点別では全国１５４地
点のうち５５地点で最高記録を更新した１）。また８
月については，多くの高温記録を更新した２００７年
と比べても，２０１０年はその年を超える７７地点で月
平均気温の最高値を更新している２）。　６月，　７月
の平均気温においても平年を大きく上回り，この
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期間の高温レベルは全国的な渇水年である１９９４年
や猛暑年の２００７年をはるかに超えていた。
　２０１０年６月～８月期間の平均気温，降水量，日
照時間を平年と比較したものが図 １-１ である。平
年を上回る場合は白で，逆に下回る場合は色づけ
している。平均気温については全国的に平年を上
回ったため地図全体が白っぽいが，降水量につい
ては逆に北日本を除いて濃くなっている。平均気
温の平年差の値を見ると，東日本で１．５℃ 以上，
北日本では２ ℃ 以上あり，西日本に比べて大き

い。また，降水量については北日本が平年を大き
く上回り，東日本や渇水の常襲地である瀬戸内・
北九州で少なくなっている。日照時間については
降水量の平年比分布とほぼ逆の様相を呈してい
る。
　特徴的な点は，多くの農作物の産地を抱える北
日本や東日本に広がる平年差２ ℃ 以上の高温域
である。特に北海道ではほとんどの地域で期間平
均気温の平年差が２． ０℃ 以上となり，図 １-２ に示
すように７月の降水量については平年の１． ７倍と
なるほどの多雨であった３）。気温を絶対値でみる
と北日本はそれ以外の地域よりも低温であるが，
地域の気候に適した，言い換えれば平年値に適応
した作物が栽培されているため，各気象値の平年
偏差が大きくなれば，生育は停滞し，収量減少の
リスクが高まることになる。

（２）夏季における上空大気の流れの特徴
　図 １-３ は２０１０年夏季（６月～８月）の平均５００hPa
天気図を示したものである１）。北極付近の高緯度
が大きな負偏差，日本などの中緯度帯では正偏差
が卓越し，中緯度の気温が高かったことを示して
いる。またチベット高気圧が日本付近に張り出
し，日本周辺は対流圏から成層圏下部に及ぶ背の

１７０ 

図 １-２　２０１０年７月の降水量平年比（気象庁，２０１０）

図 １-１　２０１０年６月～８月の期間の平年差，平年比
（気象庁，２０１１）

　図 １-３　２０１０年６月～８月の平均５００hPa天気図
　　　　 （気象庁，２０１０）
　　　 　 陰影域は負偏差．破線は平年からの偏差．
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高い高気圧におおわれた。このような大気の状況
は，平成の大渇水と言われた１９９４年夏季における
５００hPa高度の平均偏差とよく一致している４）。

１．２　農林水産省統計から見た農業被害概要
（１）水稲
　全国的な作況指数は９８で「やや不良」となった
が５），一部地域を除いて極端な減収にはならなかっ
た。問題はむしろ米の品質低下であって，北日本
を除いて全国的に１等米比率が大きく低下した６）。
日本を代表する新潟産コシヒカリは，例年８０％以
上の１等米比率となるが平成２２年産は２０％を割り
込むほど低下した。米はその等級によって買取価
格が変わるため，等級が下がることは収入の減少
を意味する。１等米比率の低下は農家にとって大
きな問題となったが，それに加えて２１年産米の持
ち越し在庫が多かったため，卸売業者への販売価
格も大幅に下がり，二重の痛手となった。

（２）小麦
　小麦は全国的には秋まきが一般的であるが，春
まきのほとんどは北海道である。北海道を除い
て，秋まき小麦は秋に播種して６月中旬頃までに
収穫期を迎えるため，昨夏の高温の影響を受ける
ことはなかったが，２２年産小麦の１０a当たり平均
収量対比をみると６８となっており，大きく減収し
ている７）。これは，昨年の春先の天候不順（異常
低温など）とその後の降水によるものである。北

海道の秋まき小麦の成熟期は通常７月中下旬，春
まき小麦は８月上旬となるが，いずれの麦も昨年
は６月中旬頃からの高温が生育を急速に進め，登
熟日数（発育・肥大する時期の日数）が短くなっ
たため，細麦傾向となり，製品歩留まりが低下
し，減収となった。

（３）野菜
　野菜への夏季の高温の影響を考える上で，春野
菜と夏秋野菜を分けて取扱う必要がある。春野菜
とは，季節区分で冬春（主たる収穫・出荷期間１２
月～６月），春（同４月～６月），春夏（同４月～
７月）に区分されるものであり，冬春きゅうり，
春だいこん，春夏にんじん等をいう。夏秋野菜と
は，季節区分で夏（同７月～９月），夏秋（同７月～
１０月），秋（同８月～１０月）に区分されるものであ
り，夏だいこん，夏秋キャベツ，秋にんじん等を
いう。従って，昨夏の猛暑の影響を直接受けたの
は夏秋野菜であり，全体として前年比でかなり収
量が減少している８）。それに対して春野菜の落ち
込みは小麦の場合と同様に昨春の異常低温などの
天候不良が原因とされる。なお，春野菜，夏秋野
菜が前年度対比で示しているのは，水稲のような
単一作物の場合と違い，多種類の野菜が含まれる
ので，全体としての平年収量的な数値がないため
である。
　夏秋野菜を品目別にみると，一部を除いて各野
菜とも前年比で落ち込んだのがわかる。また表中
の平均収量対比とは，１０a当たり平均収量（過去
７か年のうち最高，最低を除いた５か年の平均
値）と当年産の１０a当たり収量との対比である。
安定的な生産が可能な水稲に比べて，野菜生産に
おいては収量の年次変動が非常に大きく，平年収
量を出しにくいため，単一野菜品目では参考値と
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１等比率
（前年産）１等比率作況指数１０ a当たり

平年収量
１０ a当たり
収量作付面積農業地域

％％kgkgha

８５．５８８．１９８５３５５２５１１４，６００北海道

９４．０７５．４１００５５７５５８４１９，３００東北
８９．２４３．３９９５３３５２６２１０，９００北陸
９２．７７５．０９７５３４５２０２９９，５００関東 ・ 東山
６７．１２４．４９９５０２４９５１０４，４００東海
７３．７３５．９９８５０９５００１１０，５００近畿

６６．６３６．０
９７５１７５０１１１７，５００中国
１００４８３４８１５７，７００四国

５８．１３５．３９８５０２４９１１９０，０００九州
２７．４４４．０９５３０９２９３９１４沖縄

８５．１６１．６９８５３０５２２１，６２５，０００全国

表 １-１　農業地域別の作況指数と１等米比率

表 １-２　全国及び北海道の小麦収量

１０a当たり
平均収量対比

１０a当たり
平均収量

１０a当たり
収量作付面積地域・種別

kgkgha
６８４０８２７６２０６，９００全国

６４４７０３００１１６，３００北海道
６５４８１３１３１０６，８００　秋まき小麦
５１３００１５４９，５００　春まき小麦
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して平均収量対比が用いられている。この値をみ
ても昨夏の夏秋野菜の多くは近年の平均的な収量
を下回っていることがわかる。
　また，秋から冬にかけて収穫する秋冬野菜は種
まきや苗の植付けの時期が８，　９月となるが，昨
年のこの時期は高温，少雨であったため発芽不良
や苗の生育不良が生じて大幅に遅れた地域が多
かった。レタスを例にあげると，通常は長野産が
１０月中旬まで出回り，後続する茨城産が１０月上旬
から出荷が始まるのに対して，昨年は気温高で長
野産は１０月上旬には入荷がなくなり，干ばつで定
植が遅れた茨城産の入荷が１０月中旬となり，品薄
高を招いた。このように昨夏の猛暑では円滑な産
地リレーを阻害するという影響もでた。

（４）果樹
　ミカンについては，和歌山，愛媛の両県合計で
全国の１ / ３を超える収穫量を占めているが，昨
夏はその両県で果実肥大期にあたる時期が高温，
少雨となり，果実肥大が進まず小玉傾向となった
ため収穫量は大きく減少した９）。なお，ミカンは
果実数が多くなる「表年」と少なくなる「裏年」
が交互に発生する「隔年結果」が顕著であり，前
年でなく前回の裏年にあたる平成２０年産との対比
となっている。
　他の果樹についても，昨夏の高温と少雨で全般

的に小玉傾向となり収穫量が減少したが，強日射
と高温で日焼け果が発生したり，着色不良による
出荷遅れになるなどの影響もでた。なお，果樹の
場合も収量の年次変動が大きく，前年度対比と
なっている。

（５）畜産
　水稲や野菜などに生育適温があるように，家畜
にも生産性を維持するための適温域があり，乳
牛，肉牛，肥育豚，採卵鶏，ブロイラーでそれぞ
れ違いがあるが，上限温度は乳牛で２７℃，肥育
牛（去勢）で３０℃，ブロイラーで２５℃ ほどと言わ
れている。それを超える暑熱環境下に置かれると
家畜の呼吸量は増え，飼料摂取量は急激に落ち込
み，著しく生産性が阻害され，最悪のケースとし
ては死に至る。
　２０１０年７月～９月の暑熱による畜産関係被害状
況（家畜の廃用・死亡頭羽数）によるといずれの
畜種も２００８年の死亡頭羽数を圧倒的に上回ってい
る１０）。表には示していないが地域別の死亡頭羽数
についても九州・沖縄を除いて全国的に２００８年よ
り多かった。また，２００８年では９月の死亡頭羽数

１７２ 

表 １-３　春野菜と夏秋野菜の収量（全国）

平均
収量
対比

前 年 産 対 比

収穫量
１０a
当たり
収量

作付面積区分
収穫量

１０a
当たり
収量

作付
面積

％％％％tkgha

－９６－１００１，９０８，０００－３６，７００春野菜計

－９５－９９２，２５２，０００－６９，２００夏秋野菜計

　（品目別）
９５９１９５９６２３３，１００３，３９０６，８８０　夏だいこん
８７９２８９１０３１８２，２００２，７８０６，５５０　秋にんじん
１０１９４９７９７１６６，６００６，１５０２，７１０　夏はくさい
１０２９７９８９９４４０，９００４，３７０１０，１００　夏秋キ ャ ベツ
１０３１００９７１０３２５０，１００２，８２０８，８６０　夏秋レタス
９２９２９３９９９０，９００１，７８０５，１２０　夏ねぎ
９８９５９７９８２８３，８００３，１５０９０　夏秋き ゅ うり
９８９９１００９９２１４，８００２，３７０９５０　夏秋なす
９３９３９４９９３２２，５００３，８７０８，３４０　夏秋トマト
９６９３９３１００６６，９００２，５２０２，６６０　夏秋ピ ー マン

表 １-５　みかん以外の主な果樹の収穫量（全国）

前 年 産 対 比
収穫量１０a 当たり

収量
結果樹
面　積品目・品種

収穫量１０a 当たり
収量

結果樹
面　積

％％％tkgha

９４９６９８７９８，２００２，１００３８，１００りんご
８９９０９９８５，９００１，６５０５，２１０　うち  つがる
９３９４９９４４３，９００２，２３０１９，９００　　　  ふじ
７８８０９８２６，２００１，６００１，６４０西洋なし
７３７４９９１８９，４００８４６２２，４００かき
８１８３９８２５８，７００１，８６０１３，９００日本なし
９１９４９８１８４，８００１，０３０１８，０００ぶどう
９１９２９９１３６，７００１，３７０１０，０００もも
８６８８９７５，７００３５０１，６３０びわ

表 １-４　みかんとその品種別の収穫量

２０ 年 産 対 比

収穫量１０a 当たり
収量

結果樹
面　積品目・品種

収穫量
１０a
当たり
収量

結果樹
面　積

％％％tkgha

８７９０９５７８６，０００１，７００４６，１００みかん計
８６８９９６４６６，７００１，７７０２６，３００　早生温州
８２８６９５１３９，１００１，６４０８，４９０　うち極早生みかん
８８９２９６３１９，３００１，６００１９，９００　普通温州
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が少なかったのに対し，２０１０年はかなりの被害が
あり，残暑が相当厳しかったことを示している。

１．３　あとがき
　一般に農業被害は複数の気象要因によって引き
起こされることが多く，昨夏の猛暑による被害量
だけを抽出することが難しいため，平年比や前年
比によりその減収量を示した。しかし，昨年のほ
とんどの減収理由は，高温や少雨，多雨などと明
確になっている。各農作物の高温における症状，
水の過不足による症状等が生理的にはっきりと現
われるからである。
　平均気温からみて，昨夏の異常高温のレベルは
著しいものであった。そしてその影響は，秋冬野
菜の準備（播種や植付け）を遅れさせ，年末まで
品薄高が続いたように，夏季だけにとどまらず以
後の季節までじわじわと長引かせた。なお，紙面
の都合で省略したが，大豆は少雨による干ばつ
で，また北海道産馬鈴薯は高温と多雨で，生乳生
産量は猛暑でそれぞれ大きな減収・減産となって
いる。
　農業における昨夏の猛暑被害は大きな打撃で
あったが，今後も引き続き異常気象の多発が予想
されるため，高温化対策が急務であることをこれ
らの統計値は物語っている。
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２．２０１０年夏季の異常高温
－日本各地を取材して

吉沢　博英＊

２．１　高温障害に見舞われた農業
　気象庁の観測史上，類のない猛暑に襲われた
２０１０年夏の記憶は生々しい。地球温暖化が進行
し，２１世紀半ばには訪れるだろうと想定される夏
の暑さを早くも先取りした様相だ。生産者は対応
に追われたが，農業研究者にとっては貴重な「実
験年」となったのではないか。その成果を今後の
研究に生かし，生産現場へのアドバイスに役立て
てほしい。
　異常高温で最も衝撃を受けたのは稲作関係者
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＊ 日本農業新聞営農生活部

表 １-６　暑熱による畜産関係被害状況（全国）

平成２０年
７月～８月
累計

平成２２年
畜種

累計９月８月７月

８８５２，４０５６１４１，３４４４４７乳用牛

３０７５３５１１９２６１１５５肉用牛
７６７１，３０９１４９７８２３７８豚
６１．８９２３８．９８１５．１８１５４．９４６８．８５採卵鶏
１８７．３６６１８．５８７９．１５３９５．４２１４４．０２ブロイラー

（単位：牛・豚 頭，採卵鶏・ブローラー 千羽）
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だ。全国的に高温障害を受け，関東，北陸以西で
軒並み乳白米など白未熟粒が発生し，品質とブラ
ンド評価を下げた。１等米比率（１１月時点）は
６２．４％と異例の低水準だった。農業環境技術研究
所の数十年後の将来予測では，二酸化炭素（CO２）
が増えて光合成が活発になり，稲作は総じて増収
する。他地域は３度までの気温上昇では増収傾向
だが，その後は減収し，高温不稔で品質も落ち 
る――という。その予測を先取りした形だ。産地
は高温に強い品種選択を余儀なくされ，土づくり
や深耕の重要性の再確認，作期・肥培管理の見直
しなどを迫られている。価格も，従来のブランド
評価が崩れた価格形成にあり，ブランドの再構築
が急務だ。
　他分野でも影響は深刻だった。施設野菜では高
温による着花・着果不良などの生育不良，露地野
菜では葉物類の抽だい，果樹ではリンゴやブドウ
の着色不良，温州ミカンの浮き皮発生など品質低
下がみられた。家畜は熱死や増体の遅れ，乳量低
下などだ。
　ここでは，１０年産水稲の高温障害を克服した産
地の幾つかの事例をみるとともに，「温暖化時代の
稲作」のあるべき姿を探る。

２．２　高温を克服した稲作産地事例
　高温下でも，高品質の米を収穫できた産地や農
家がいる。稲作の基本技術を励行したケースとい
え，温暖化に太刀打ちできる対策を考える参考事
例になる。

①深耕と根域確保の重要性
　新潟県上越市の平たん地域で「コシヒカリ」を作
る農家のOさんは昨年，地域の１等比率が２割前
後と落ち込む中，丹念な土づくりを行い，収量は
若干減ったものの８割の１等比率を達成した。特
に，秋にプラウで２５センチ の深耕と天地返しをし
た圃場では全量が１等だった。天地返しは，作土
層の上層と下層を入れ替える作業で，土壌の乾燥
を促す。その後，砕土・整地して春に作付けする。
　深耕した圃場では，稲株の根は白くて長く，健
全だった。Oさんは「プラウ耕で根の生育範囲が

広がり，透水性も高まった。根が水分や養分を十
分に吸収し，高温でも登熟がうまく進んだためだ
ろう」とみている。プラウ耕の他にも植え付け株
数を抑えて疎植にし，稲体の生育状況に合わせて
こまめに水管理をしている。
　作土深が深い圃場ほど根圏が広がり，米の品質
が良くなる傾向は，複数の研究機関が明らかにし
ている。各県の栽培指針では，作土深の目安を 
１５センチ 以上の深耕とすることが多い。しかし深
耕では大型化した農機が安定走行しにくく作業性
が落ちるため，ロータリーで浅めに耕起するケー
スが増えている。農研機構・中央農業総合研究セ
ンター北陸研究センターは，高温障害を受けた１０
年産米の特徴として，米粒の背側が白くなる背白
粒と，真中だけ白くなる心白粒が多いことを挙
げ，「いずれも登熟後期の稲体の活性が弱いと生じ
やすい」と指摘。気象変動に強い米づくりには，
深耕などで登熟後期まで根の活力が保てる栽培が
大切だと強調する（写真 ２-１）。
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写真 ２-１　両面プラウで深耕・天地返しを行い，１１年
産に備えるOさん（１０年１１月，新潟県上越
市で）
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②遅植えの効果
　夏の高温傾向が続く中，登熟期間中の高温遭遇
を避けるために各地で田植えを遅らせる遅植えが
浸透している。しかし，　９月前半まで高温が続い
た１０年産の場合，高温障害回避の効果は低かった
と考えざるを得ない。その中でも，極端に田植え
を遅らせ，　３ヘクタールながら「コシヒカリ」を
全量１等に仕上げたのが香川県東かがわ市の農事
組合法人Sだ。
　「コシヒカリ」を慣行より２カ月遅い７月７日に
植える「七夕（たなばた）米」。出穂期は８月末と
遅く，収穫は慣行より１カ月遅い１０月上旬。生育
期間が短いため，密植にして穂数を確保し，窒素
成分が早めに溶け出して初期生育を促す独自の肥
効調節型肥料を使う。１０年，東かがわ市では８月
下旬，　９月上旬の日平均気温は２８度だったが，９
月中旬には２５度，下旬には２２度まで低下。その結
果，登熟後期の高温を避けられ，白未熟粒の発生
を防いだ。
　１０アール 収量は４２０キロ と地域平均より６０キロ
 少ないが，大手デパートなどで「七夕米」のブラ
ンドで高値販売する。法人代表は「１等米だから
こそ評価を受けている」と自信を深める。田植え
時期が遅いため，讃岐うどん用に需要の多い小麦
との二毛作にも力を入れる（写真 ２-２）。

③穂肥の見直し
　米のたんぱく質含量を減らして食味を上げよう

と，１０数年前から水稲生育後期の施肥量を抑える栽
培管理が追求されてきた。県などの栽培指針では，
出穂後に施用する実肥は論外とされ，穂肥の施用回
数・量も減らす傾向が続く。しかし，１０年産の稲作
では，高温に遭った時に養分吸収を促すための穂肥
の重要性を指摘する関係者の意見が相次いだ。食味
重視で穂肥を軽視し過ぎたのではないか――。１０年
産の貴重な経験は，温暖化時代を迎えた稲作の施肥
管理を見直す転換点になると感じる。
　典型的な例が，福井県と新潟県の１０年産の対照
的な結果だ。同じ北陸にあって，　１等比率は福井
県の８５％に対し，新潟県は２１％と大きく落ち込ん
だ。兼業化が進む福井県では省力的な施肥方法と
して元肥一発肥料の利用が盛んだ。０８年には穂肥
施用時期に重点的に肥効が現れる肥料に変更し
た。その結果，高温多照の気象推移の中で窒素が
登熟期に十分に効き，稲体の活力が保たれて白未
熟粒の発生が少なかったと県関係者はみる。一
方，新潟県では元肥と中間追肥，生育状況を見な
がらの１～２回の穂肥施用という，米所ならでは
の丹念な施肥管理が主流だ。しかし１０年は，　６月
までの低温・日照不足で徒長気味に生育したため，
１回目の穂肥施用を避け，　２回目の施用のタイミ
ングも逃したケースが多かったようだ。登熟期の
窒素不足で稲の活力が低下し，登熟不良で１等比
率が下がった―というのが関係者の見方だ。
　手間を省く省力管理で品質が上がり，こまめに
管理しながら判断のミスや遅れで品質が落ちたと
いうのは皮肉だ。福井県は「仮に高温でも日照不
足だったら光合成量が落ち込み，窒素過剰でたん
ぱく含有量が増える可能性もあった」とし，突然
の気象変動に対応できない元肥一発施肥の限界を
指摘する。しかし，穂肥の重要性を再確認するた
めの貴重な事例を提供したといえるだろう。
　穂肥の役割を見直す上で，農研機構・九州沖縄農
業研究センターが提起する「気象対応型栽培法」は
注目だ。その年の気象条件に応じて施肥法や水管
理を変える。高温・多照年には，穂肥を多めに，回
数を増やして施用することを提案している。１０年
の「にこまる」を使った試験栽培では，　８月上旬に
向こう１カ月の高温・多照傾向の気象予測を踏ま
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写真 ２-２　超遅植えの「七夕米」は全量が１等だ（１０
年１２月，香川県東かがわ市で）
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え，十分な量の穂肥を１回目に施用し，その後は
継続的に追肥する「少量継続穂肥」の実施を決め
た。稲体の窒素を維持して登熟を進め，減収を防
ぐためにもみ数を増やす必要があると判断したた
めだ。もみ数が増え，千粒重も２４グラム と米粒が
充実した結果，穂肥２回施用区と比べ２０～３０キロ
 の増収となった。仮に高温でも日照不足の年に
は，もみ数を抑えるため穂肥は控えめにすること
を提案する。
　施肥回数の増える少量継続穂肥の実施には労力
がかかるが，同センターは液肥や粒状窒素肥料を
水田の水口施用で簡易に行う方法を勧める。

２．３　高温耐性品種の頭角
　１１年産では高温耐性品種が高い品質を保ち，従
来のブランド品種との違いが鮮明になった。高温
に弱い品種は登熟期間中に高温に遭うと，もみに
でんぷんが十分にたまらず，白未熟粒が発生す
る。これに対し，高温耐性品種として育成された
品種は，茎内にでんぷんをためる能力が高く，も
みにでんぷんを行き渡らせる組織が壊れにくいな
どの構造を持つ。
　高温耐性品種が有利だったのは，全国の普及指
導センターの調査を元に，農水省が今春まとめた
「１０年度高温適応技術レポート」を読むと良く分か
る。一例が山形県の「つや姫」だ。１等比率は県
平均で９８％だが，主力の「はえぬき」は７３％だっ
た。沿岸部２地域，内陸部４地域に分けた地域別
の１等比率も，「つや姫」は９６～１００％と安定して
いたが，「はえぬき」は６３～９２％とばらついた。
「はえぬき」は，内陸の標高の高い中山間部では高
温障害が出にくかったが，盆地や沿岸平たん部で
は高温障害が出やすかったということだろう。「つ
や姫」の気象条件に左右されない安定感が実証さ
れた形だ。
　他県でも傾向は同様だ。高温耐性品種は，新潟
県の「ゆきん子舞」が５３％（「コシヒカリ」２１％），
富山県の「てんたかく」が９０％（「コシヒカリ」
５８％），福岡の「元気つくし」が８７％（「ヒノヒカ
リ」１６％），大分県の「にこまる」が７３％（「ヒノ
ヒカリ」３９％），佐賀県の「さがびより」が７９％

（「ヒノヒカリ」１５％）だった。「さがびより」は中
山間地，平たん地の県内計６地域で６７～８９％と品
質が比較的に安定したが，「ヒノヒカリ」は１地域
の７１％を除き，全て１桁台の１等比率だった。
　ここでは「つや姫」と，高温障害で品質，収量
が大きく落ち込んだ埼玉県の「彩のかがやき」を
例に，１０年産の概況とその後の産地の取り組みを
みたい。

①「つや姫」
　「つや姫」は，山形県が「コシヒカリを超える米」
との触れ込みで，産地での普及とブランド販売に
力を入れている。主力品種の「はえぬき」は外観
品質，食味ともに良いが，業務向け主体の販売
で，一般に消費者への知名度はあまり高くないよ
うだ。量販店でも比較的に安価で販売されてお
り，「いい米なのにブランド戦略を間違えた」と惜
しむ米穀関係者もいる。「つや姫」を「ポストはえ
ぬき」に位置付け，起死回生を目指す山形県に
とって，１０年米の生産・販売環境は消費地に売り
込む格好の年となった。
　「つや姫」の特性は，多収で倒れにくいことから
栽培しやすく，玄米の光沢，粒ぞろいといった外
観品質が良い。品種名の由縁通り炊飯米にはつや
があり，甘みが強くて食味が良い。筆者が１０年産
を食べた印象では，炊き上がりの米の照りが素晴
らしく，甘みと適度な粘りがあってとてもおいし
かった。米の外観品質も良かった。他産地のブラ
ンド米よりもおいしいと感じ，「魚沼コシ」に勝る
とも劣らない良食味米と評価している。
　山形県は今年，昨年の３２００ヘクタール から５０００
ヘクタール 以上と作付けを大きく増やした。良食
味で，かつ気象条件に左右されにくい米として他
県も注目している。現在，「つや姫」を奨励品種に
採用しているのは山形県の他，大分県と宮城県。
試験栽培は３２府県が行う。宮城県では１０年産で６２
ヘクタール 栽培された。同県JA栗っこは７．８ヘク
タール で栽培し，倒伏や高温障害が少なく，品質
も高く評価した結果，１１年産では７７ヘクタールま
で面積を増やした。
　西日本有数の良食味米産地として知られる島根
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県も，「つや姫」に目を付けた。将来の奨励品種化
を視野に入れ，今年産は１０ヘクタール で試験栽培
している。うち２．８ヘクタール を栽培する平たん
部にあるJA斐川町の狙いは，高温障害を克服し
ての良食味米生産だ。「コシヒカリ」一辺倒の生産
を改め，多収の良食味品種「きぬむすめ」を主力
品種に切り替えた。しかし１０年産の１等比率は
「コシヒカリ」がわずか１．５％，出穂が遅く登熟期
に高温に遭いにくいとされた「きぬむすめ」も
４４．５％と，いずれも過去最低だった。JAも１０年
産の気象条件が「技術対策でカバーできるレベル
を超えていた」と認める。出来秋の米の評価が高
ければ，米産地の将来を「コシヒカリ」から高温
に強い「つや姫」に託す選択も考えている。

②「彩のかがやき」
　「彩のかがやき」は，埼玉県が「コシヒカリ」
「キヌヒカリ」と並ぶ良食味米として主力品種に位
置付け，作付けを急速に増やした。１等比率は例
年１００％近く，高温にも一定に強いとみられてお
り，１０年産は推定１万２０００ヘクタールと県内作付
面積の３割を占めた。しかし高温障害で，県内で
１等比率に格付けされた米は１％に満たない惨状
だった。他のうるち品種も合わせると，同県の規
格外の割合は４割に達し，作況指数は８６で生産者
の収入は大きく減った。異常気象が原因で生じた
社会現象の一つとして全国的にも注目され，「産地
支援」の掛け声の下で，「彩のかがやき」は量販店
などが５ キロ １０００円を切る価格で販売したことも
ある。支援を受けながらも，生産者のプライドは
大きく傷ついた。
　それでも県の推定によると，今年の「彩のかが
やき」の作付面積は昨年並みと見込まれる。県は
「１０年は気象庁の観測史上でも特別な高温だった。
そんな年が何年も続くとは考えにくく，多少の高
温であれば技術対応でカバーできると産地が判断
した結果だろう」と指摘する。種子調達の問題も
あるが，産地は総じて「彩のかがやき」のブラン
ド立て直しにかけたということだろう。
　県は７月中旬から８月中旬にかけ「米の品質向
上強化月間」と定め，高温障害の回避技術を指導

する「あぜ道講習会」を集中的に開いている。１５０
人の普及指導員を総動員し，県内各地で３５０回程
度の講習会を開く計画だ。７，　８月の高温期に水
温を下げるために夜間にかん水したり，稲の健全
性を保つために穂肥で十分な窒素肥料を補給した
りと，「例年並みの１等比率を確保する」（県）た
めの対策を講じる計画だ。

２．４　今後の稲作に何が求められるか
　１０年産の反省を踏まえ，冷夏，猛暑など様々な
気象条件に対応できる稲作技術の確立が重要だ。
そのためにはまず，稲の生理を踏まえた深耕，ケ
イ酸肥料施用など土づくりをしっかりと行い，強
い稲に育てることが肝心だ。さらに九州沖縄農業
研究センターの「気象対応型栽培法」の考え方を
参考に，生育状況に合わせ，穂肥施用など最適な
施肥管理を進める必要がある。今年は全国各地で
穂肥を重視した栽培指導が行われているようだ。
　ただ，稲作農家の高齢化や兼業化で，労力不足
にあるのは事実だ。きめ細かい管理の必要性が分
かっていても，一発元肥施肥のように手を抜かざ
るを得ない状況があるのは確かだ。普及指導機関
やJAが温暖化時代に合った適切な管理方法をまと
め，省けるところは省き，手抜きできない肝心な
節目所では管内全域で実践させるといった指導力
が求められるのではないだろうか。一部農家の努
力だけでは産地全体の評価の底上げにはならない。
　産地ブランドの維持，さらにはアップにつなげる
ためにも，産地全体で温暖化に負けない米作りを追
求しなければならない。１０年産は，産地ブランドの
評価に大きな変化が生じた年と思えるからだ。
　７月上旬，筆者の住む埼玉県和光市にある大手
量販店で米売り場をのぞき，米の価格を見て様変
わりを感じた。１０年産５キロ 袋入りで秋田産「あ
きたこまち」「めんこいな」が各１５８０円，宮城産
「ひとめぼれ」が１６８０円，宮城産「ササニシキ」が
１４８０円。米所の銘柄米が軒並み１６００円前後で取引
されている中，北海道産「おぼろづき」が２１８０円
だった。粘りの強い低アミロース米で，同じ低ア
ミロースの関東産「ミルキークイーン」と価格は
ほぼ同程度だろう。

１７７
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　いずれも特別栽培などの付加価値はない米だ
が，北海道米が堂々と東北産を出し抜いている。
その量販店ではこの冬，道産「ゆめぴりか」が２０００
円台半ばの価格を付けていた。それだけ北海道米
の品質評価が高く，米穀業者や消費者に認知され
てきたということだろう。そこには，本州以西の
１０年産米の外観品質と食味が平年より劣ったこと
で，北海道米の評価が相対的に高まったという事
情もありそうだ。いずれにしても北海道米の品質
が上がっていることは事実で，夏の高温年が続く
可能性が高い状況下では，北海道がブランド米産
地として評価される時もほど遠くなく訪れるかも
しれない。それはそれで結構なことだが，同時に
九州が米の不適地と見なされたり，日本海側や中
山間地などの良質米地帯が「普通の米産地」に落
ち込む事態は避けたいものだ。米所の産地の奮起
を期待したい。

３．高温による米品質被害の発生メカニ
ズムと助長要因，ならびに技術対策

松村　修＊

３．１　はじめに
　昨年夏の猛暑は全国で米の品質低下をもたらし
た。被害の多くは玄米胚乳が白濁する白未熟粒が
増えたことによる。白未熟粒は物理的強度が劣る
ので精米等で砕米を生じやすく，これが多い米は
精米歩留り（精白米/玄米）が悪く食味も劣る。
米品質検査の重要項目でもあり，昨年は多発によ
り１等米格付けを逃した産地が多かった。本稿で
は白未熟粒を中心に高温による米品質被害の発生
メカニズム，発生を助長する要因，北陸地域で実
施されている技術対策について述べる。

３．２　白未熟粒の発生メカニズム
　胚乳が白く見えるのは，胚乳細胞に蓄積したデ
ンプン粒間にすきまがあり光が乱反射するためで
ある（Rosario et al．）１）。要するに胚乳へのデンプ

ン蓄積が不充分な際に生じるのだが，そのタイプ
は３つある。一つは光合成同化産物（デンプン）
の生成量そのものが少ない場合（生成量不足），次
に生成量は充分だが生成場所の葉から貯蔵場所の
胚乳への輸送・蓄積に問題がある場合（転流障害），
最後に同じく生成量は充分だが貯蔵場所の容量が
過剰なため結果として米一粒当たりでは充実不足
となる場合（籾数過剰），である。つまりデンプン
の生成量，転流，貯蔵場所の容量，これら３つの
要素と各要素への気象条件や栽培条件などの影響
や作用によって白未熟粒発生のメカニズムは説明
できるのである。以上の考え方をイネの成長との
関係で示したのが図 ３-１ である。籾数過剰の原因
は生育の初中期にかけての茎数過多等の過剰生育
によるものであり，気温の高い暖地・温暖地でこ
のパターンが多い。デンプン生成量不足に影響す
る気象条件としては７～８月の低温，低日射が大
きい。北日本の冷害は典型的な例である。出穂後
の登熟期における転流障害は，期間中の高温・低
温・日照不足がその時々において作用することで
各種の白未熟粒を発生させると考えられる。高温
遭遇時期と白未熟粒の白濁部位との関係について
は田代ら（１９９１） ２） による研究がある。一方，山川
ら（２００７） ３） は胚乳細胞内の糖・デンプン代謝関連
酵素の遺伝子発現におよぼす温度の影響を解析
し，高温下で多くのデンプン合成系酵素や糖代謝
系酵素の発現が低下し，逆にα-アミラーゼなど
デンプン分解系酵素の発現は高まることを明らか
にし，高温時の転流障害の背景にこれら酵素の代
謝異常があることを示した。
　白未熟粒発生要因となる気象条件の中で，最も
注目されているのが高温である。図 ３-２ に北陸４
県の「コシヒカリ」１等米比率と，夏季の平均気
温の関係を示した。平均気温２５℃ 付近を境とし
てこれより高温年では１等米比率が明らかに低下
しており，北陸では低温よりも高温の方が品質へ
の影響が大きいことがみてとれる。

３．３　被害発生の助長要因
　一方で，高温でもさほど品質が低下しない年も
ある。図 ３-２ でも高温域での１等米比率分布のば
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らつきはかなり大きい。また，狭い地域内におい
ても被害程度が大きく異なる場合がある。２００６年
夏，新潟県蒲原平野で発生した高温による米品質
被害の地域間差について表 ３-１ に各地区の１等米
比率の違いで示した。作付品種に大きな違いはな
く，アメダスデータから推測される気温も大差は

なかったが，　１等米比率８０～９０％におよぶ地区か
ら２０％台の地区まで大きな差がみられた。北部
（旧新潟市から亀田・横越まで）でやや高いように
もみえるが，旧燕市と吉田との差のように，隣接
するごく近い地区間でも明瞭な差が存在した。こ
の年はまた品質の生産者間差も大きかった。この
ような違いの存在は，被害要因が単純に気象条件

１７９

図 ３-１　イネの成長と白未熟粒被害発生要因との関係

図 ３-２　北陸各県のコシヒカリ１等米比率と夏季気
温の関係

　　　　 １９９３～２０００年，各県庁所在地気象台の観測
値。 １等米比率は２０１０年１０月３１日現在，○囲
みは２０１０年

１等米比率
％合併前旧区分市町村区分

８０～９０旧新潟市新潟市
８５～９０豊栄・水原
８５～９０亀田・横越
５０～７５白根
４９黒埼
４０味方
５５潟東
４１中之口
２４月潟
８６西川
６４巻
６２岩室
７６弥彦村弥彦村
２６旧燕市燕　市
６３吉田
５１分水

表 ３-１　新潟県蒲原平野における１等米比率の地域
格差（２００６）
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だけで説明できないことを意味する。おそらくは
栽培方法の違いや土壌条件，水利条件など細かな
圃場環境，営農環境の違い等が影響して地域間差
や農家間差が生じるのであろう。これらの要因は
被害発生の「助長要因」ととらえることができる。
　ここまでの考え方を整理し，気象要因を引き金
要因とした上で助長要因との関係を図 ３-３ に示し
た。助長要因のうち作物的要因は，肥料過多によ
る籾数過剰や逆に肥料や地力の不足による窒素栄
養不足，根の機能低下などがあげられ，いずれも
水稲が障害を受けやすい体質に育ってしまう原因
である。営農的要因として，著者はブランド品種
への過度の異存による不適地での作付拡大，浅耕
化による作土層の減少，農業用水の富栄養化，農
業地帯におけるヒートアイランドの影響などを指
摘したが（松村２００７） ４），これらの要因は稲作構造
を障害を受けやすい状態に置くこととなる。気象
条件がほぼ同じ地域や農家間での被害の差は，こ
れら助長要因の違いにより説明できるだろう。

　平成２２年産米の品質低下では，北陸地域にあって
は新潟県の被害がとくに顕著であったが（図 ３-２），
これも助長要因との関係で説明でできる。すなわ
ち，新潟県では生育診断結果からイネの倒伏を予
想し，これを回避するため穂が発育する時期の施
肥（通常２回）を１回に減らしたが，そのため稲
体が出穂期以降窒素栄養不足気味となった。一
方，被害が小さかった他県では，窒素を徐々に放
出する肥効調節型肥料の田植時全量施用体系の普
及率が高く例年と施肥量に変化がなかった（福井，
石川），肥料不足になりやすい砂壌土が広く分布
し施肥回数を減らすことがもともと考えにくい
（富山），ことなどから窒素施用量が維持された。
この窒素施肥量の違いが，登熟期稲体窒素栄養の
差となり，被害程度につながったと考えられる。
新潟県ではまた，生育抑制のため水田を干す「中
干し」を必要以上に長期かつ強く実施した農家が
多く，出穂以降の根の機能低下が顕著となったと
思われる。以上の助長要因の違いが被害に差が生
じた原因であったと推察される。

３．４　助長要因としての土壌管理要因
　根の機能や稲体の栄養条件に関係する土壌管理
要因は，助長要因の中でも極めて重要である。深
耕や有機物・土壌改良材の施用，水管理が相当す
る。以下に筆者らが実施した研究を一部紹介した
い（松村ら２００６） ５）。表 ３-２ は，新潟県内で毎年比
較的高い１等米比率を保つ高品質米生産者に栽培
法に関するアンケートを行った結果である。調査
結果から明らかになった彼らの栽培の大きな特徴
は，土壌改良材・堆厩肥の施用率や稲わらすき込
み実施率が高く，深耕を意識的に行うなど土壌管
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溝切り・
中干しの実施率
（％）

栽植密度
（株/m２）

深耕の
実施率２）
（％）

わらすき込み
実施率１）
（％）

堆厩肥
施用率
（％）

土壌改良
材施用率
（％）

窒素施肥量
（kg / １０a）

１００１６．９７８１００４８６５４．７調査生産者

溝切り７０
中干し８９１７．７－ ９４ ５３６５．１新潟県平均３）

１）わらを堆肥化して投入している場合は実施とした。
２）「意識的に深耕に努めている」と回答した率。
３）新潟県農林水産部「平成１６年度稲作概況と課題」２００５年３月による。
　　ただし栽植密度のみ農水省「平成１６年度作物統計」による。

表 ３-２　高品質米生産者の栽培・土壌管理と県平均比較

図 ３-３　品質被害発生に関わる引き金要因と助長要
因のイメージ
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理を積極的に行っていることであった。中でも注
目されたのは深耕に対する意識の高さであった。
深耕は根の分布域を確保する重要な手だてであ
り，根の機能維持を通じて品質確保に貢献すると
考えられるが，回答者の多くが意識的に深耕につ
とめていた。
　品質におよぼす深耕の影響をさらに詳しく把握
するため，大規模農家が自作地には手厚い土壌管
理を行うが借地には行わないことに着目し，回答
者の中から自作地とそれに近接する借地圃場を持
つ生産者を選び出し，圃場毎の平均作土深と玄米
整粒歩合との関係を調査した（図 ３-４）。整粒とは
胚乳に濁りなど無く充分に充実した米粒のことで
この割合が高いほど米品質は良い。品種と施肥法
が同じ条件の中で，作土深が深いほど整粒歩合が
高い傾向が認められ，深耕によって培われた作土
の深さが品質に大きな影響をおよぼしていること
が認められた。さらに土壌管理の違いが根の活性
におよぼす影響を明らかにするため，登熟期の水
稲根の活性を窒素安定同位体（重窒素）でラベルし
た窒素肥料を用いて調べた。図 ３-５ に圃場ごとの
イネの重窒素吸収率を示した。吸収率が高いほど

根の活性が高いと考えられるが，深耕など土壌管
理を実施した圃場の吸収率は明らかに高く，より
根の活性が高く維持されていた。これら一連の結
果から，土壌管理の違いは高温時のイネの被害感
受性に大きく影響することわかった。以上，土壌
管理という栽培の一側面からの結果であるが，助
長要因の改善が被害対策となりうることを示し
た。

３．５　北陸での高温被害対策
３．５．１　移植時期の繰り下げ
　新潟や富山，福井では，登熟期の暑熱を回避す
るため移植時期を繰り下げ，出穂を遅くさせてい
る。石川県は，　４月下旬など極端に早い田植えの
回避や，移植栽培より出穂が遅くなる直播栽培を
奨励している。

３．５．２　適正籾数への制御・誘導
　籾数過剰を避けるため，地域や品種ごとの目標
籾数や穂数を決めて栽培管理を行っている。制御
手段として溝切り・中干しの適期実施を呼びかけ
ている。
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図 ３-５　土壌管理が異なる水稲の重窒素吸収率の違い
　　　  出穂後１４日目に重窒素標識硫安を施用，４８

時間後の吸収率。品種はひとめぼれ。土壌
管理圃①～③は連年稲わら還元し深耕を実
施，対照圃①②は近接するが稲わらは連年
持ち出しし，深耕も実施していない共に耕
作者は同じで栽培法も同じ。土壌管理圃は
耕作者自作地，対照圃は借地。エラーバー
は標準偏差。

図 ３-４　圃場の作土深と整粒歩合の関係（コシヒカリ）
　　　  作土深は土壌貫入抵抗測定器を田面に貫入

し，その抵抗値が急上昇するポイントを耕
盤の位置とみなし，そこまでの深さを作土
深とした。各圃場とも同一日に測定。
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３．５．３　疎植栽培
　過剰生育の防止や生育後期の窒素栄養の維持の
ため疎植栽培を奨励している例もある。側条施肥
普及率の高い福井県では，根系の表層部への集中
傾向が品質低下の一因であるとみており，この場
合とくに疎植の効果が高いとしている。

３．５．４　施肥改善
　田植時全量施用体系の普及地域では，異常高温
の場合には追肥もありうることを説明している。
生育後半の窒素栄養凋落が懸念される場合，　２回
行う穂肥の時期と量を工夫する指導も実施されて
いる。米タンパクが多いと食味が落ちるが，これ
を意識しすぎて稲体が窒素栄養不足に陥ることが
ないような管理が必要である。

３．５．５　早期落水の防止
　収穫時のコンバイン走行を安定させるため早い
時期から落水する傾向があったが，根の活力維持
には良くないので防止を呼びかけている。

３．５．６　地力向上と作土深の確保
　有機物の施用や稲わらの還元，１５cm程度の適
正作土深確保を奨励している。有機物の適度な施
用は土壌から放出される窒素（地力窒素）を増や
し，イネの極端な窒素栄養不足を予防する。作土
深確保は根の機能維持に有効で，転流障害を受け
にくい稲体を形成する。

３．５．７　高温耐性品種の育成と普及
　新潟の「こしいぶき」，富山の「てんたかく」は
高温でも白未熟粒が少ないことを目標に育成され
た。ただし「こしいぶき」は昨年やはり被害を受
けており，品種の高温耐性を温度耐性と乾燥耐性
にわけて考えるなどの検討が今後必要である。

３．５．８　被害回避対策のあり方
　引き金要因である高温を防ぐための手だては，
今のところ移植時期繰り下げしかないのが現状で
ある。高温時に水の入れ換えを積極的に行い水温
や地温下げる方法もあるが（永畠ら２００５） ６），全農

家が実施するほど用水量に余裕のある地域は少な
い。対策の中心は，やはりイネの被害感受性を減
らす上記２～７となる。イネは本来，熱帯～亜熱
帯起源の作物である。日本の稲作技術の主眼はそ
のイネを寒冷適応させることに置かれてきてお
り，高温適応への意識は相対的に小さかった。こ
れを考えると，高温障害を克服する品種開発や栽
培技術開発は必ず早期に実現されると確信する。
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４．水稲作柄等情報共有化の成果
小森　盛三＊

４．１　はじめに
　本県の水稲は，約２万ヘクタール栽培されてお
り，太平洋沿岸の早期水稲約８千ヘクタールと内
陸部の普通期水稲約１万１千ヘクタールの１０万t
の生産量となっている。
　早期水稲は，秋の台風被害を避けるため昭和２８
年より，温暖な気候を活かして３月から４月に移
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植し，台風シーズンとなる８月下旬までに収穫を
終える防災営農として，県沿岸地域を中心に普及
し定着している。昭和３０年代後半より良食味のコ
シヒカリが導入され，昭和４６年からの稲作転換対
策等により良食味品種による産地間競争が激化す
る中，お盆前に出荷できる「日本一早いコシヒカ
リ」の産地として，温暖な気候を活かした稲作を
長年営んでいる。
　しかしながら，平成１９年の早期水稲では，生育
後半の長雨・日照不足に加え，台風４号の襲来に
より，出荷量の７割が乳白米で規格外となる未曾
有の被害を受けた（図 ４-１）。
　特に，台風通過後一昼夜吹き続けたフェーン風
が，登熟後半の籾に大きな影響を与えた。
　この被害は，外見上異常が見られなかったこと
もあり，収穫作業が始まり農産物検査まで気づく
ことが出来ず，県，関係機関の対応が遅れ農業共
済制度の運用にも大きな支障をきたした。
　その後に各種支援対策は講じたものの，農家の
経営不安や当時，東国原知事就任で販売増を期待
し，販売計画を立てていた県内外の米流通販売業
者の信頼を失うなど，本県水稲の生産・販売に与
えた影響は甚大であった。

　このような事態を受け，作柄や品質等の迅速な
情報共有化体制の整備を進め，一定の成果を得た
ので紹介する。

４．２　情報共有化体制の整備
　今後も台風などの広域的な気象災害をはじめ，
温暖化が原因とも言われる局地的な災害が懸念さ
れる中で，安定した米の生産や栽培農家の経営安
定を図る必要がある。そこで，平成１９年の経験を
踏まえ，普及指導員をはじめ関係機関・団体が作柄
や気象等の情報を迅速に収集し，共有化する体制
の整備が重要との考えから，支庁・農林振興局（農
業改良普及センター）が地区水稲技術員会（県，市
町村，JA，NOSAI担当で構成）組織をリードし，
　①作況の把握や気象データ（台風情報等）の収
集・提供

　②台風等の事前事後対策や品質低下防止対策の
支援

　③収穫前品質調査による品質・被害程度の把握
及び対応策の共有化

などで，連携を密にすることとした。
　特に，異常を感知した場合は，技術員会で対策
を検討し，関係機関の伝達手段を使い，栽培農家
等へ迅速に情報を伝達し，適切な対応が出来るよ
う体制づくりを行った（図 ４-２）。

４．３　収穫前品質調査の実施について
　今回の情報共有化体制整備の主題である収穫前
品質調査について，平成１９年の普通期水稲から試
験的に実施することとした。その際，サンプリン
グや品質判定方法の確立と関係機関との役割分担
などの調査体制と作業手順の確認などの課題の整
理を行った（図 ４-３）。
（１）調査時期
　①早期水稲（コシヒカリ）（※平成２０年以降）
　　　出穂後おおむね２０～２５日頃
　②普通期水稲（ヒノヒカリ）
　　　出穂後おおむね３５日頃
　なお，調査時期以後に台風等の被害を受けた場
合は，その都度調査を実施。
（２）サンプルの収集（支庁・振興局，NOSAIで
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図 ４-１　台風通過後の気象状況
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実施）
　支庁・振興局やNOSAI等が設置している作況等
の栽培履歴が把握できるほ場から，管内５筆を基
準としてサンプル収集し，　１筆当たり平均的な５ 
株を採取する。
（３）乾燥調整（NOSAIの施設を利用）
　採取した稲は，農作物共済損害評価組合等実測
調査要領に準じて，乾燥・籾すり・調整を行う。
（４）品質判定
①分析機による調査（JA又は支庁・振興局）
　　穀粒判定機により，整粒歩合及び未熟粒割合

（乳白粒，基部未熟粒，腹白未熟粒）について調
査を行う。
②農産物検査（JA）
　　等級及び格下げ理由について，JAの農作物
検査員が判定を行う。
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図 ４-４　玄米の登熟状況

図 ４-５　整粒見込み基準

図 ４-２　普及現場における水稲作柄等情報共有化体制について

図 ４-３　収穫前品質調査作業行程

①サンプル収集 ②脱穀 ③乾燥

④籾すり選別⑤穀粒判定機⑥農産物検査
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③収穫前調査での整粒歩合及び等級予測の方法
　　図 ４-４ のように登熟中盤まで出穂後日数の違い
により登熟程度に差があり，青未熟が多いことに
加え作業中の急激な乾燥により砕粒や胴割粒の発
生が多い。穀粒判定機では，整粒歩合が低く分析
データだけでは等級の判定が困難であるため，検
査員の経験を頼りに目視判定を行った。
　このうち中部農林振興局では，玄米１０グラムを
図 ４-５ のように①整粒（A），②整粒になると思わ
れるもの（B），③Bにまで登熟すると思われるも
の（C），④青未熟又は死米（D）の４ランクに分
け，重さを量り，AとBを整粒見込みとして整粒
歩合を算定し，そのデータを使い結果を説明する
こととした。

４．４　調査結果（中部農林振興局調査データより）
　平成２０年の調査では，コシヒカリが出穂後３３日
目には収穫期となるため，　１回目の調査を平成１９ 
年に被害のあった出穂後２０日程度の時期とし，２
回目をその５日後，　３回目を収穫期調査時に実施
した。その結果は表 ４-１ にまとめているが，
①１回目の調査から，出穂後２０日以内では青未熟
粒が多く整粒歩合が０～数パーセントと低いた

め目視での品質判定は困難である。
②出穂２６日目頃になると整粒も６０％になるため，
目視でも十分判定が可能となった。
③平成１９年のような気象状況でないため，乳白米
の発生が確認できるかについては不明である
が，収穫前１０日頃にはおおよその品質判定が可
能と判断し，２１年度は収穫前１０日目頃を基準と
して調査をすることとした。
　平成２１年は，低温のため登熟が遅れたため，表
 ４-２ のとおり整粒歩合が２０～３０％台と低かったた
め，前年同様の機械による判定は困難であったが，
目視による農産物検査では収穫期時の品質判定との
差がほとんど無かったため，収穫前１０日の調査で，
十分品質判定は可能であった（表 ４-２）。しかし，本
来目的である乳白米等の被害粒確認については，台
風の襲来が無いため十分な検討は残されたままであ
るが，収穫前１０日を基準に調査を続け，調査精度の
向上と継続的な調査体制を維持する。

４．５　水稲作柄・品質等情報共有化体制の成果
　この収穫前品質調査により，収集されたデータ
やサンプリングした玄米が，技術指導の材料や米
流通・販売業者の信頼回復の材料として役立ち，
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表 ４-１　平成２０年度品質判定機結果及び農産物検査結果

農産物検査整粒歩合
（予測）
（％）

穀粒判定機
出穂後日数
（収穫前日数）番号

格下理由検査等級
（予測）

内乳白粒割合
（％）

未熟粒割合
（％）

整粒歩合
（％）

【１回目】

（１等）（７４）２．１４２．０１９．４２４（－８） １　
（１等）（７５）４．５５６．５ ９．４２１（－８） ２　
（１等）５．１７６．７１６．６２０（－１１）３　

青未熟（２等）（６５）６．０４２．２ ４．７２０（－１１）４　
判定不能７．７６９．０ ０．０１６（－１４）５　

【２回目】

（１等）（７３）０．７３５．５５９．３２９（－３） １　
（１等）（７５）０．６３３．１６０．２２６（－３） ２　
調査中の事故により　　－－　－　－－３　
測定不能　　　　　　　－－　－　－－４　

整粒不足（２等）（６６）１．９７７．１１７．１２１（－９） ５　

【成熟期】

カメムシ２等８９．００．９ ８．０８９．０３２１　
１等８９．３１．３ ７．４８９．３２９２　
１等８６．２１．４１１．５８６．２３１３　
１等８３．１１．２１０．９８３．１３１４　
１等７１．８０．８２６．７７１．８３０５　
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あわせて病害虫の被害低減効果等の成果が現れて
いる。

（１）栽培技術指導に活用
　本県の早期水稲は，中干し時期が梅雨時期と重
なるため，収穫前の早期落水により玄米の充実不
足が問題となっており，平成１９年も早期落水が被
害を助長した原因の一つと考えられていた。日頃
から，間断かん水の重要性を説いているものの，
機械の作業性を重視している農家が多いため，な

かなか落水の延長が実行されていなかった。しか
し，図 ４-６ のように，収穫前品質調査のデータか
ら出穂後日数と整粒歩合の動きを見ると，出穂後
２０日目以降に急激に整粒歩合が向上していくこと
が，グラフにすることで可視化され，間断かん水
や落水延長の必要性が理解されるようになった。
特に，被害が出穂後２０～２３日目であったことを強
調することにより，水管理の重要性を説明する良
い材料となっている。
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図 ４-６　出穂後日数と整粒歩合

表 ４-２　平成２１年度品質判定機結果及び農産物検査結果

農産物検査整粒歩合
（予測）
（％）

穀粒判定機出穂後日数
（収穫前日数）番号

格下理由検査等級
（予測）

内乳白粒割合
（％）

未熟粒割合
（％）

整粒歩合
（％）

（１等）（７４）２．６３６．２３３．９２６（－６）１
（１等）（７７）１．２２６．３４４．２２６（－６）２
（１等）（７３）３．４４０．４２９．５２５（－６）３
（１等）（７４）２．５３１．６２５．９２５（－７）４

整粒不足（２等）（６７）４．５４９．２１３．８２３（－８）５
（１等）（７５）２．８３７．８３４．４２３（－９）６

整粒不足（２等）（６４）４．９５３．１ ７．９２２（－９）７
整粒不足（２等）（６５）６．３５１．６１０．１２１（－８）８

１等７４．６２．０２３．４７４．６３２１
１等８１．５１．４１７．３８１．５３１２
１等７３．９５．１２０．２７３．９３１３
１等７７．７２．７２０．１７７．７３２４
１等８２．１２．６１２．４８２．１３１５
１等７４．５３．９１９．５７４．５３２６

斑点米２等７９．５２．９１６．６７９．５３１７
１等７５．９４．０２１．３７５．９２９８
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（２）米流通・販売業者への信頼回復
　平成１９年は，県内外の米流通販売業者の知事
ブームを見込んだ販売計画が根底から崩れたこと
から，５０年培ってきた本県コシヒカリの信頼を
失ったが，収穫前品質調査で使用した試料を県経
済連及び県集荷組合へ，県外で行っている販売活
動の資料として提供し，品質面で問題ないことを
アピールしてきた。試料提供することにより，県
外流通販売業者から「到着するまでの品質不安が
払拭され，計画販売が立てやすい。」との高い評価
を受け，信頼回復の近道となった。

（３）病害虫被害の低減効果
　病害虫については，毎年のように被害があるた
め，現場活動で得られた情報や対策の共有を図っ
ている。特に海外飛来害虫のウンカ類について
は，ウンカ類飛行予測システムを参考に病害虫防
除センターによる飛来量の調査結果から防除警報
等の情報提供を行っているが，関係機関までで終
わっていることが多く，農家まで十分な情報提供
となっていないため，緊急防除時の迅速な情報提
供が課題となっていた。
　水稲作柄等情報共有化体制で，情報の共有化等
を進めていた平成２０年度はウンカ類飛行予測シス
テムの飛来予想を参考に現地調査した結果，近年
にない飛来数が確認できたため，平年より早い７
月下旬に，病害虫防除センターが病害虫発生予察
警報を発表し，　８月上旬の防除の周知を図った。
　しかし，　８月中旬になっても短翅型雌成虫の密
度が依然として高いため，　８月１３日に再度記者発
表を行い，新聞等で防除を呼びかけたが，周知が
徹底されなかった。そのため，例年より早い出穂
後の８月２８日には一部で坪枯れが確認され，この
ままでは２千ヘクタール以上の坪枯れ等の被害に
拡大する恐れがあった。そこで，水稲作柄等情報
共有化体制により緊急広報活動を行うよう，本庁
営農支援課から普及センターに指示を出した。
　地域では，普及センターの指示のもと決められた
役割分担により，広報車や防災無線にチラシや広報
誌での呼びかけ等により周知活動を徹底し，被害を
最小限の８０ヘクタール程度に抑えることが出来た。

　翌年もウンカ類飛行予測システムの予測から，
県北中心に同様の活動を行い効果を上げた。この
ことから，病害虫対策としても，この体制で十分
対応出来ることが確認された。

４．６　残された課題
　平成１９年以降にフェーン風等による被害が無い
ため，
①収穫前１０日に高温やフェーン風による白未熟粒
が確認できるのか
②仮に確認されたとして出穂から収穫まで期間の
短いコシヒカリの場合（宮崎県では出穂後３２日
で収穫）は，調査結果まで３日以上かかる現方
式で各種対策を周知する時間が確保できるのか
③収穫時期で出荷価格が異なる早期コシヒカリの
場合，どの程度の被害で収穫を止めるのか
等の課題が残されている。

４．７　おわりに（課題解決に期待すること）
　課題解決のため，平成１９年より九州沖縄農業研
究センター，愛媛大学，宮崎県，鹿児島県とで，
日照不足と台風による早期米品質低下の予測・対
策技術開発について共同研究が行われ，発生メカ
ニズムや予測，被害の軽減技術，新たな品質判定
技術等の研究成果が平成２２年度にまとめられたこ
とから，普及現場と一体的な成果の普及が期待さ
れている。また，迅速な広報活動の手法として，
地上デジタル放送や携帯メール等を活用した広報
手段についても積極的な活用を期待したい。

５．地球温暖化と異常気象の影響
　－２０１０年夏猛暑の水稲品質への影響－

林　陽生・岡田　将誌＊

５．１　はじめに
　大気中の温室効果ガス濃度の増加などによる地
球規模の環境変動と，エル・ニーニョやラ・ニー
ニャなどの大気と海洋の間でおこるエネルギー収

１８７

＊ 筑波大学生命環境科学研究科
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支の平均状態からの偏差が重なり合って，日々の
気象環境が生まれる。農業は，この気象環境の変
動と密接に関係している。
　全球気候モデルは，将来の気候の状態を予測す
る手法として極めて重要な役割を持っている１）。
しかし，一つのモデルで地球規模と異常気象の規
模の現象を同時に取り扱うことには，まだ成功し
ていない。従って，本報告のテーマである，水稲
品質への影響を議論する場合には，モデルの結果
を利用した予測と同じ程度に，過去に発生した異
常高温時の実態の解明が重要な意味をもつ。こう
したなかで，２０１０年の夏は猛暑となった。各方面
に現れた影響は，将来を考える上で非常に貴重な
サンプルである。本報告は，最近研究が進みつつ
ある水稲品質の低下の問題と，その背景にある収
量現象や栽培適期の移動について，農業気象の立
場から解説する。

５．２　変化する収量と栽培期間
　これまでに研究対象となることが多かった水稲
収量と栽培期間への影響について，はじめに示
す。気温上昇が水稲の収量と栽培的期へ及ぼす影
響を考える場合には，次の三つの関係が重要であ
る。すなわち，（１）水稲の収量は出穂後約１ヶ月
間の気温および日射量と密接な関係があり，一般
には，出穂後４０日間の平均気温が約２１℃ より高
温の条件になると単位日射量あたりの収量が減少
することが知られている。林ほか（２００１） ２）による
と，もし２ ℃ 上昇する場合を考えると，日本全国
の平均収量（気象条件のみで決まる潜在的な収量）
は，約３％減少することになる。また，（２）生育
が進み登熟に至るには一定の積算温度が必要であ
るが，気温が上昇すると短い栽培期間で必要な積
算温度を獲得することができる。この結果，栽培
期間が短縮する。さらに，（３）気温が上昇するこ
とにより，従来の気象条件に応じて実施していた
移植日が暦上で早まることになる。
　これら（２）と（３）が，単独あるいは相乗して
働くと，（１）による収量減少を緩和する効果があ
る。林（２００３） ３） は，こうした関係性を考慮して，全
国に分布する栽培地域ごとに将来の気象変化を予

測し，その条件のもとで収量を高く維持できる栽
培期間（最適栽培期間）を決め，収量を推定した。
その結果，全国の水稲収量に変化が現れた。特徴
は次の通りである。最も水稲に適した地帯が，現
在の気候条件での北陸地方から，温暖化時には東
北地方の北部と北海道地方の一帯に移す。収量の
変化をみると，東北地方の一部と北海道地方では
一定水準まで増加する一方，関東地方および標高
が高い地域を除いた西南暖地の広い領域で減少す
ることが示された。ただしこの推定では，現在と
同じ品種を栽培するものとし，大気中の二酸化炭
素濃度の上昇による施肥効果は考慮していない。
　興味ある点は，地球温暖化が進むと収量を維持
するために栽培に最適の期間が変化する点であ
る。栽培期間の変化と重要な関係がある最適移植
日の変化を図 ５-１ に示す。今世紀末までの代表的
な１０年間の平均状態について，地方別にみたもの
である。縦軸の最適移植日は，　１月１日を起日と
した数値で表してある。北海道地方では今世紀中
ごろまでは移植日を早めることで収量を維持でき
るが，その他の地方では年代の経過に従い移植日
を遅らせる必要がある。こうして今世紀中ごろに
なると，甲信越/北陸/東海地方では，４０日以上遅
くなると予想される。

５．３　一等米比率の低下
　一般に，作物の生長の程度は生長を促す光合成
と成長を抑制する呼吸に必要なエネルギーの差し引
きによって決まるが，気温の上昇は呼吸による消耗
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図 ５-１　将来における最適移植日の変化（林：原図）
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を増加させてバイオマスの増加に負の影響を及ぼ
す。また出穂した後の生殖成長期になると，高温の
ため白濁した玄米が増えて一等米比率が低下し，最
終的に品質が低下する。従って，ある程度は収量と
品質は対応して変化する。白濁した玄米は白未熟粒
と呼ばれ，さまざまなタイプが認められており要因
が異なることが明らかになっている（森田，２００８） ４）。
　農林水産省では「累年の作況指数，一等米比率，
１０a当たり収量及び平年収量」のデータを提供し
ている５）。これをもとに，代表的な地域別に近年
の一等米比率の変化を示した結果を図 ５-２ に示
す。幾つかの特徴が現れている。全国平均値（沖
縄は除く）はほぼ６０～７０％を推移しているが，北
海道地方の一等米比率は変動しながら上昇する一
方，九州地方は低下するという逆方向の変化が認
められる。これらに対して北陸地方（新潟，富山，
石川，福井）は，高い品質水準であったものが

２０１０年に急激に５９．５％に低下した。この低下幅は
１９７９年以来最大である。この他，１９９３年の冷害や
１９９９年の台風害の影響で，どの地方でも同時に一
等米比率が低下する傾向が現れている。
　気温上昇による一等米比率の低下は，２００４～
２００８年の九州地方で顕著だった。しかし２００９年に
一度高まった後に再び２０１０年の猛暑で低下する一
方，北陸地方でも大きく低下した。
　Okadaほか（２００９） ６） は，将来の気候条件のもとで
九州地方の水稲品質にどのような変化が現れるか
について解析を行った。気候モデルの予測値を利
用する場合に，予測に使用したモデルに起因する
不確実性を考慮しなければならない。そこで，利
用できるモデルの中から１０種類を選び，　２つの温室
効果ガス排出シナリオ（SRES-A１BGとSRES-A２）と
２つの将来年代ごとの将来気候と，現在気候を条
件として一等米比率を求めた。この結果を図 ５-３

１８９

図 ５-２　近年における地域別一等米比率の変化（林：原図）

図 ５-３　九州を対象にした将来の水稲品質の予測（岡田，２００９）
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に示す。それによると，黒丸および影をつけたほ
ぼ６０～８０％の範囲に分布する現在の状態から，い
ずれのモデルと温室効果ガス排出シナリオの組み
合わせにおいても今世紀の中頃にはほぼ４０％の状
態，さらに今世紀末頃には２０％の水準へ低下する
ことがわかる。

５．４　２０１０年猛暑の影響
　２０１０年の夏季は全国的に高温となり，　６～８月
の全国平均気温は，１８９８年の統計開始以来１１３年
間で最も高かった。特に８月には強い太平洋高気
圧に覆われて気温が高く，各地で月平均気温の高
い記録を更新した。その結果，コメの品質には全
国的に顕著な低下が現れた。原因は登熟期の高温
に伴う白未熟粒の発生によると推測されている。
　こうした２０１０年夏季猛暑による影響の実態を知
ることは，将来の温暖化影響に対する評価および
適応策の開発のためには重要である。そこで，過
去１０年間について食糧統計年報（農林水産省），作
物統計（農林水産省），気象データにはアメダス観
測値のメッシュ分布を用いて解析を行った。沖縄
県を除く４６都道府県の一等米比率（Quality）と，
出穂後２０日間の平均日最低気温（Tmin）および平
均日積算日射量（SR）の関係を図 ５-４ に示す。縦

軸は出穂後２０日間における単位日射量当たりの一
等米比率を，横軸は同じ２０間の平均日最低気温で
ある。
　地点や年度によるバラツキはあるが，平均日最
低気温が約１９℃ より高温側は気温上昇に伴い
Quality/SRの値が低下する関係が現れている。低
温側でも若干低下していることから，この関係は
２次関数で当てはめることができる。また，地域
特性も現れている。高緯度の地域ほど低温かつ
Quality/SR値が高い位置に，南の地域ほど高温か
つQuality/SR値が低い位置にプロットされてい
る。
　図 ５-４ では同時に，平年と２０１０年の差異を読み
取ることができる（同じ地域でも濃い色が２０１０年
の値を示す）。いずれの地域も平年と比べ２０１０年
のTmin値が高くQuality/SR値が低下している。
従って，２０１０年の品質低下は出穂後の気象環境と
密接に関係すると考えられる。詳細に見ると，
２０１０年のプロットが平年のプロット集団に対し，
少し高温側に分布している。この特徴は，高温耐
性品種の導入や栽培管理上での対応が施された結
果，本来Quality/SR値が下位に分布するケースで
も多少高めに維持された結果と推測することがで
きる。しかし，詳細な因果関係については生育過
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図 ５-４　一等米比率と出穂後２０日間の平均気象環境の関係（２００１-２０１０年）（岡田：原図）
　　　  Tmin：出穂後２０日間の平均日最低気温
　　　  Quality：一等米比率
　　　  SR：出穂後２０日間の平均日積算日射量
　　　  各地域で平年（２００１-２００９年）は淡色，２０１０年は濃色で，濃淡差をつけている
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程全般への影響を考慮して明らかにする必要があ
る。
　以上の議論は，全国的な品質変化を出穂後の気
象条件をもとに説明したものである。しかし，
２０１０年に一等米比率が大幅に低下した北陸地方
（新潟，富山，石川，福井）のなかでも，栽培技術
面の条件の違いが品質の違いを引き起こしたこと
が指摘されている。新潟，富山，石川，福井の一
等米比率はそれぞれ２１％，６４％，６９％，８４％と，
新潟県の値が最も低い。各県における栽培技術の
差異については別の機会に譲ることとし，気象条
件の違いとの関わりについて指摘しておこう。す
なわち，新潟県では他県と比較して５～６月の気
温がかなり低く経過した。このため，稲体が平年
並みに生育せず，その後の登熟期の高温に対する
耐性が十分備わらずに顕著な品質低下が現れたと
いう指摘がある。さらに，発育遅延により通常の
施肥方法を実行できず肥料不足となったなどの調
査結果も示されている。これらの点についても，
詳細に検討する価値がある。

５．５　あとがき
　地球温暖化が我々の社会に与える影響が顕在化
しつつあり，温室効果ガスの排出を抑える「緩和
策」だけでなく，温暖化が進んだ気候に合わせて
社会システムを調節する「適応策」を実現させる
必要性が増している。特に農業生産の場において
は，比較的短い時間スケールで発現する異常気象
への備えを考慮しつつ「適応策」を考えることが
重要である。このためには，過去に発生した，将
来と類似な現象の徹底解明が求められる。
　こうした解析と同時に，半旬～旬程度の時間刻み
で，今，国内のどこで，どのような生育状況が進行
しているか，また被害が発生しているか，などの情
報を共有して栽培に当たることができれば非常に効
果的と考えられる。このような過去の情報の活用に
ついては「農業温暖化ネット」（https://www.ondanka-
net.jp/index.php）が公開されているので，参考に
されたい。
　本報告では，気象環境が変動しているという視
点から，水稲品質変動の特徴について解説した。

気象環境以外にも様々な要因が水稲品質に影響す
る。総合的な解析と評価，さらに将来の環境変動
への対応が，今ほど求められる時代は無い。
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６．まとめにかえて
松村　伸二＊

　本特集では，水稲を中心に２０１０年の猛暑による
農業被害や対策についてまとめた。農業分野特有
の専門用語はできるだけわかりやすく説明してい
ただいたつもりであるが，行き届かない部分につ
いてはご容赦願いたい。
　松村（主査）は猛暑の気象的な特徴と農業全般
の被害状況を気象庁及び農水省の資料からまとめ
ている。食料基地としての北日本・東日本の高温
は多くの農産物の国内需給バランスに大きな影響
を与えていたことがわかる。
　猛暑による農業被害のポイントを報道的視点か
ら取り上げた吉沢は，いくつかの猛暑対策の成功
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２０１０年夏季の異常高温と農業被害－水稲を中心として－

事例を紹介している。そのような現場の生産者の
知恵や行動力による成果は研究者にとって耳が痛
いところもあるが，研究上のヒントになる可能性
も大いにある。
　松村は，水稲の高温障害の発生メカニズムを噛
み砕いて解説しつつ，米どころ北陸における水稲
被害とその助長要因と対策をまとめている。水稲
の高温対策研究の最前線の紹介から，日本の水稲
栽培技術の高さに驚かされ，いずれ高温対策も克
服されるだろうという期待が高まる。
　宮崎県で整備された水稲栽培における情報共有
化体制や，その技術指導への実際の成果が事例的
に小森から示された。この情報共有化体制は農業
に限らず一般災害時の避難体制の構築にも多くの
示唆を与えるものであろう。それぞれの体制づく
りに互いの知恵を融通し合って改善されていくこ
とを願うしだいである。
　林らは，水稲における気温上昇を考える上での
ポイントを示し，各種の気候モデルに複数の温暖
化シナリオを仮定して計算した水稲品質の予測事
例を紹介し，将来的な品質低下の可能性を指摘し
ている。直近の対策だけでなく，長期的な視点で
の対策が必要なことが思い知らされる。
　近年の気温上昇は農業の高温対策の構築を急が
せているが，気象庁は冷夏のような異常気象も多
発すると予測している。極端な気象変動が起こり
やすいという見方である。従って，高温対策も急
務であるが，北日本は冷害対策にも備える必要が
ある。その際の対応にも迅速な情報収集が大切に
なってくることは言うまでもない。林らが紹介し
ているような「温暖化ネット」や小森が紹介した
ような地域的な「情報共有化体制」が今後益々重
要かつ効果的な農業対策の一つとなるであろう。
　なお，紙面の都合で各執筆者には当初の予定よ
り大幅にページ数を制限したにもかかわらず，快
くコンパクトに仕上げていただいた。ここに記し
て感謝するしだいである。
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